
第４期第１回 帯広市産業振興会議 次第 

 

 日時：平成 27 年 8 月 17 日（月）18:00～ 

     場所：帯広市役所 10 階 第 5B 会議室 

 

 

Ⅰ．開 会 

 

 

Ⅱ．委員紹介 

 

 

Ⅲ．協議 

 

 １．正副会長互選について 

 

 ２．第４期会議の進め方について 

 

 

Ⅳ．その他 

 

 

Ⅴ．閉会 

 

 

 

 

 

 

 

配付資料 ・資料１ 第４期帯広市産業振興会議 委員等名簿 

     ・資料２   これまでの経過・取組について 

・資料３ ワークワーク媒体資料 

・資料４ 今後の創業・起業支援の取組み 

・参考資料  帯広市産業振興会議設置要綱 

       帯広市産業振興ビジョン 



平成２７年８月１７日現在

役職 氏名

相談役 岩橋　浩 株式会社ホクコー 代表取締役

相談役 竹川　博之 税理士法人竹川会計事務所 代表社員

委員 兼子　賢 サンテクノ株式会社　 代表取締役

委員 河西　健一 栗林建設株式会社　 代表取締役

委員 河野　洋一 帯広畜産大学　 助教

委員 貴戸　武利 有限会社中田食品　 取締役

委員 佐藤　憲 帯広信用金庫　 地域経済部副部長

委員 佐藤　聡 株式会社佐藤工務店　 代表取締役

委員 志子田 英明 スナックときお

委員 高原　淳 ソーゴー印刷株式会社  代表取締役

委員 田中　克宜 株式会社マテック　 執行役員取締役

委員 外山　隆祥 十勝とやま農場　 四代目代表

委員 松本　健春 株式会社まつもと薬局　 代表取締役

委員 眞鍋　憲太郎 真鍋庭園苗畑　 代表

※オブザーバー

田口　敬一 北海道中小企業団体中央会十勝支部事務所 　所長

岩本　聖史 北海道中小企業家同友会とかち支部 事務局長

植松　秀訓 公益財団法人とかち財団 事務局長

鈴木　義尚 帯広商工会議所 事務局長兼産業振興部長

紅葉　昭彦 北海道中小企業総合支援センター道東支所 　支所長

第４期帯広市産業振興会議　委員等名簿

所        属

資 料 １ 



 

 

 

 

 

 

 

１．帯広市中小企業振興基本条例の制定 

・中小企業家同友会とかち支部、帯広商工会議所が中心となり、条例制定に向けて合同の勉強会や意見交換会を

開催。 

・帯広市では、平成１７～１８年に、中小企業の実態調査を実施。 

・議会論議を経て、平成１９年３月に条例案可決、同年４月施行。 

 
 

 

２．帯広市中小企業振興協議会（産業振興会議の前身） 

・平成１９年７月発足。中小企業、金融機関、行政による会議体。 

・中小企業振興のための指針策定に関する検討。 

・より良い経営環境づくりを進めるために経営者などが自ら議論する場。無報酬による活動。 

・平成１９年８月～平成２０年１１月にかけて、部会等も含めて計７０回以上の会議を経て、帯広市に対する提

言書を作成・提出。 

⇒提言書を受けて、平成２１年２月に帯広市が「帯広市産業振興ビジョン」を策定。 

 

 ３．産業振興会議を経て実現した事業 

・帯広市産業経済実態調査分析事業：市内 3,100 社にアンケート調査、フォロー訪問 

・若年者就業支援事業：企業情報誌「ワークワーク」の作成 

・幸福駅再生プロジェクト 

 

 

４．ビジョンの見直しについて 

・社会経済状況の変化や国の政策等の動向を踏まえて適切な振興施策を講じるため、概ね 5年を経過

した時点で、必要に応じてビジョンの見直しを行うこととしています。 

・ビジョン策定から 5年が経過し、現場の実情を把握した上で、ビジョンの見直しを行っていく必要

があることから、見直しの基礎資料とするために、平成 25年度に帯広市産業経済実態調査を実施し

ました。 

・帯広市産業振興会議では、実態調査結果を踏まえて、ビジョンの見直しに向けて検討すべき論点を

整理し、４つの部会（経営基盤、人材、ものづくり・販路拡大、集客・交流）を設置し、各論点に

対する対応方向を協議しました。 

 

≪ビジョン見直しのポイント≫ 

 

◎ 平成２７年３月   見直し後の帯広市産業振興ビジョンを公表 

 

 

５．今後の進め方について 

（１）想定される議論内容 

   ○地方創生に向けた産業振興について 

   ○産業振興ビジョンの進捗管理について 

 

（２）想定スケジュール 

   平成２７年１０月、１１月、２月を目処に会議を開催 

こ れ ま で の 経 過 ・ 取 組 に つ い て 
 

資 料 ２ 

☟ 論点に対する対応方向にもとづき、記述を変更

（１）中小企業の経営基盤の強化

○ 創業・起業の促進を通して地域全体の活性化を促す
○ 関係機関・団体の各種施策の活動の情報共有と
　　情報発信の統一化
○ 商店街や個店等の活性化を促進する

（２）産業人・担い手の育成

○ Ｕ・Ｉターン者の確保促進　（新規）
○ 地元企業の情報・魅力の発信　（新規）
○ 研修などの教育制度の充実
○ 社内での人材育成制度改革

（３）ものづくり産業の活性化

○ 支援制度の活用サポート
○ 企業同士の連携促進
○ 大学・試験研究機関等との連携促進
○ 「つながり」を活かした情報発信力の強化

（４）産業基盤の強化

○ 共同利用施設や物流システムのあり方の研究・検討、
　　設備投資の促進
○ 情報発信の集約化
○ 再生可能エネルギーへの取組への抜本的検討

（５）集客・交流産業の振興
○ 地域の魅力向上
○ 地域の魅力発信
○ 満足度の提供

３．展開施策



資料３





 

今後の創業・起業支援の取り組み 
 

 

１．ビジョン見直し 

 

◇引き続き取り組む必要性 

 

◇創業・起業の促進を通して地域全体の活性化を促す 

  

 

２．方向性 

 

◇創業・起業を促進する仕組みや環境づくり 

  

◇創業の好循環を生み出す地域を目指す 

 

 

３．取り組み（検討中） 

  

◇事業創発の総合コーディネート機能（ハブ機能）の整備 

 

 ◇起業家育成プログラム 

 

 ◇スタートアップ資金提供 

 

 ◇地域商社機能の整備 

 

 ◇試験研究機関の充実 

資 料 ４ 


